
第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

1 保育ニーズへの対応

国の保育料無償化や女性就業
率の上昇により保育需要の増
加が予測されることから、保育
の適正なニーズ量を見極め、
待機児童ゼロを維持します。

子育て支援課

保育幼稚園課

　子育て世帯の転入増加などによる保育ニーズの高まりに
対応するため、以下の２施設の整備及び開園を支援し、共
働き世帯の仕事と子育ての両立に寄与した。

令和５年度整備施設（令和６年４月開設）
　①認可保育所　袖ケ浦どろんこ保育園　（定員９０名）
　②認可保育所　まなびの森保育園長浦　（定員９０名）

100% ①待機児童数 0人 2人 20% B B 1

（ア）
　令和６年度に策定予定の子
育て応援プラン（第３期）の中
で、多様な保育ニーズに対応
するため、計画的な保育定員
の確保に努められたい。

①一時保育の実施箇所数 9箇所 7箇所

②平日における延長保育
　実施箇所数 16箇所 21箇所

③土曜における延長保育
　実施箇所数 14箇所 20箇所

④休日保育の実施箇所数 2箇所 2箇所

①病児保育の実施箇所数 2箇所 1箇所

②病後児保育の実施箇所数 2箇所 2箇所

4 地域型保育の実施

保育所入所待機児童の解消に
向け、地域の様々な状況に合
わせたきめ細やかな保育を実
施するため、地域型保育事業
を実施します。

保育幼稚園課
　家庭的保育事業を市の委託事業として私立１園で実施し
た。 100% ①家庭的保育事業の実施箇所数 1箇所 1箇所 100% A A 1

5
子育て世代総合サ
ポートセンターの運
営

子育て世代を切れ目なく支援
するため、妊娠期から子育て
期にわたるまでの母子の健康
や子育てに関する様々な相談
を1つの窓口で受け、子育て支
援サービスの情報提供や家庭
状況の継続的な把握に努める
とともに、助言等を行います。

子育て支援課

健康推進課

　母子手帳発行時に全件を対象に面談を行い、父母等家
族が安心して出産、子育てすることができるよう、不安や悩
みについて、妊娠初期の段階から早期の把握に努めた。
　出産、子育てに支援を要する特定妊婦や出産後に支援
を要する要支援児童については、子育て世代サポートセン
ターケース会議において情報共有し、生活状況の把握及
び必要な支援を実施した。
　令和５年度の子育てサポートセンター相談受付件数1428
件、うち妊娠届573件。

100%
①広報紙への掲載、
　ホームページの更新による
　センターの周知

1回 3回 100% A A 1

①利用会員数 201人 230人

②提供会員数 48人 40人

7
子育て支援ネット
ワークの推進

地域ぐるみの子育て支援を推
進するため、県の関係機関や
子育て支援センター、学校、子
育てボランティア・NPO等との
連携強化と相談体制の充実を
図ります。

子育て支援課
　令和５年度は、市内子育て支援センター職員を集め、子
育て支援ネットワーク会議を開催し、センター運営の課題、
子育て支援の方法、情報共有を行った。

100% ①子育て支援ネットワーク会議の
　開催 1回 2回 100% A A 1

8
子ども・子育て家庭
交流の場支援事業
の実施

安心して子育てできる環境を提
供するため、子育て中の親子
交流の場、地域住民との交流
の場、子育てサークル・NPO等
の活動の場として「そでがうら
こども館」を運営します。

保育幼稚園課

　公立で「そでがうらこども館」を運営しており、育児に関す
る相談や情報提供を行った。
　また、新型コロナウイルス感染症が５類相当となり、子育
てサークル活動等の回数を増やして実施し、参加者同士
の交流を図った。

　R5年度そでがうらこども館利用実績数
　　12,288人（延べ人数）

100% ①子育て支援センター設置数 1箇所 1箇所 100% A A 1

①実施箇所数 6箇所 6箇所

②「そでがうらこども館」の延べ
　　利用者数

15,000
人

12,288
人

２次評価

80%

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

子育て世帯の育児支援を継続
して実施するため、そでがうら
こども館と私立5箇所の子育て
支援センターにおいて、子育て
に関する相談対応や助言・指
導、情報提供、子育てサークル
等を実施します。

保育幼稚園課 80％ A

　公立1ヶ所、私立5ヶ所において、子育てに関する相談、
助言・指導や情報提供を実施し、育児に関する支援を行っ
た。
　また、子育てサークルを実施し、交流を図った。

A 1

80%

　ファミリーサポートセンター事業の周知や会員の入会促
進を目的として実施する主催講座を年2回実施した。
　また、提供会員のスキルアップを目的とした子育て学習
会については、年2回実施した。広報活動の実施により利
用会員の入会に繋げることができた。

A

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

A

2
一時保育・延長保
育・休日保育の実施

3

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

病児保育・病後児保
育の実施

事業内容 担当課

基本目標Ⅰ　あらゆる分野で男女が共に活躍できる環境づくり

推進項目１　ライフステージに応じた仕事と生活の調和の推進

施策の方向１　子育て・介護支援の体制整備（重点的取組）

事
業
番
号

1

1

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）

80％ A

60％ B

令和５年度の取組実績

A

6
ファミリーサポートセ
ンターの運営

地域の子育て環境の向上を図
るため、育児の援助を受けた
い者と行いたい者が会員とな
る、ファミリーサポートセンター
を運営し、会員相互の援助活
動を支援します。

子育て支援課

9
地域子育て支援セン
ター事業の推進

B

保護者の身体的な負担軽減や
就労支援のため、一時保育、
延長保育及び休日保育を実施
するとともに、保育のニーズに
合わせ、拡充についても検討し
ます。

保育幼稚園課 80%

・一時保育を公立1園、私立6園で実施した。
・平日における延長保育を公立5園、私立１6園で実施
　した。
・土曜における延長保育を公立3園、私立１7園で実施
　した。
・休日保育を私立2園で実施した。

・病児保育を私立1園で実施した。
・病後児保育を私立2園で実施した。
・病児保育（体調不良児対応型）を私立3園で実施した。

1

80％

病気や外傷により集団生活が
困難であり、かつ、保護者が就
労等やむを得ない事情で保育
ができない場合に、保護者に
代わって保育するため、病児
保育・病後児保育を実施しま
す。

保育幼稚園課 60%
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名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
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２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

10
放課後児童クラブの
運営

安心して子育てができる環境を
提供するため、市内各放課後
児童クラブを運営することによ
り、放課後等に就労等の理由
により保護者がいない児童に
対し、適切な遊びと生活の場を
提供し、児童の健全な育成を
図ります。

子育て支援課

　放課後児童クラブを昭和小学校区及び蔵波小学校区に
新たに開設し環境整備に努めるとともに、放課後児童クラ
ブの運営団体へ補助金交付等の経済的な支援を行い、運
営の安定確保に努めた。
　また、放課後児童支援員等の研修を通して資質向上を図
り、量と質の両面から充実を図ることにより、放課後児童ク
ラブの安定的な運営維持に努め、共働き世帯等の仕事と
子育ての両立に寄与した。

100% ①放課後児童クラブ設置数 16箇所 19箇所 100% A A 1

11 子ども医療費の助成

子育て世代の経済的負担の軽
減を図るため、0歳から中学3
年生までの医療費（入院・通院
及び調剤）を助成します。

子育て支援課

　令和５年８月診療分より、自己負担額に月額上限を設け
るとともに、助成の対象となる子どもの年齢を中学３年生
（１５歳年度末）から高校生相当（１８歳年度末）まで拡充
し、医療費（入院・通院及び調剤）の助成を実施したこと
で、さらなる子育て世代の経済的負担軽減を図った。

100% ①子ども医療費助成件数
123,300

件
160,467

件
100% A A 1

①家族介護教室開催回数 12回 5回

②自立支援型地域ケア会議開催
　回数 12回 11回

①在宅医療・介護連携推進協議
会
　開催回数

3回 3回

②多職種協働研修会開催回数 4回 3回

③市民向け普及啓発講演会の
　開催回数 2回 2回

①女性職員の育児休業取得率の
　維持 100% 100%

②男性職員の育児休業取得率
　向上 10% 36%

①商工会等への情報提供 2回 2回

②市内事業者への啓発 1回 1回

①講座等の開催（隔年開催） 1回 1回

②情報紙等掲載 1回 1回

17
市職員に対するワー
ク・ライフ・バランス
の普及促進

市職員の働き方の見直しと、
ワーク・ライフ・バランスの普及
促進を図るため、時間外勤務
の削減、ノー残業デーの徹底、
有給休暇の取得率の向上及び
職場内の意識改革を進めま
す。

職員課

　有給休暇の平均取得日数は、13日となり、昨年度よりも
0.5向上した。
　完全定時退庁日を第2水曜日、第4水曜日の月2回の実
施とし、定時退庁の促進を行った。
　また、長時間勤務となっている部署を選定し、政策会議
において報告した。

80% ①有給休暇の平均取得日数 14日 13日 80% A A 1

①工場連絡会、商工会等への
　情報提供 3回 8回

②市内事業者への啓発 1回 6回

19
男性の子育て・介護
の参画促進

男性の子育てや介護への参画
を促進するため、講座等を開
催し、意識啓発を図ります。

市民協働推進課
　市内中学校で出前講座を実施し、若い世代に対し、性別
に捉われない家庭参画の大切さを含めた意識啓発を行っ
た。

100% ①講座等の開催 1回 1回 100% A A 1

A 1

1

（ア）
　育児休業の取得が可能に
なった職員に対し制度の周知
を図るとともに、育児休業制
度や福利厚生に関する相談
について、丁寧かつ細やかな
対応に努められたい。

100% A

A

100% A

15
育児・介護休業法の
制度の周知

企業や雇用主に対し、育児・介
護休業法の制度の普及促進を
図るため、広報紙やHPによる
情報発信及びパンフレットの配
布等を行い、周知を図ります。

商工観光課
　育児・介護休業法の制度について市ホームページ等で周
知を図った。 100% A

18
ワーク・ライフ・バラ
ンスの普及促進に向
けた情報提供

企業や雇用主に対し、ワーク・
ライフ・バランスを普及促進す
るため、法律や制度、優良事
例などに関する情報提供を行
います。

商工観光課

16
ワーク・ライフ・バラ
ンスの普及促進

働き方の見直しとワーク・ライ
フ・バランスの意識啓発を図る
ため、講座等の開催及び情報
紙の発行等による啓発活動に

市民協働推進課

100%

100% A　ワーク・ライフ・バランス等をテーマとしたセミナーの開催
や、情報紙の発行を通して啓発を行った。

　ワーク・ライフ・バランスについて、働き方改革に関する
リーフレット等を窓口にて配布し、市内事業者等に周知を
図った。

A

　育児休業のうち、女性職員は100％、男性職員は36％の
取得率となった。
　妊娠・出産・育児に関する子育て応援ガイドブックを活用
し、制度周知や育児休業の取得しやすい職場環境づくりの
推進に努めた。
　また、介護休暇については、相談のあった職員に制度周
知を行い、8名が短期介護休暇を取得した。

100% A

A

施策の方向２　ワーク・ライフ・バランスの普及促進（重点的取組）

14 職員課
育児休業・介護休暇
制度の活用の促進

市男性職員の育児休業の取得
及び職員の介護休暇等の取得
を促進するため、制度の周知と
意識啓発を行います。

1

1

60％12

　家族介護教室については、市内の特別養護老人ホーム
を運営する2つの社会福祉法人や地域包括支援センターを
運営する事業者に委託し実施を計画していたが、委託先に
おいて、感染症の集団発生のため5回の実施となった。在
宅で介護する家族の負担の軽減の機会を創出できた。
　認知症家族のつどいについては、計画どおり年４回を実
施し、認知症の男女を問わない介護者の家族の負担軽減
に務めた。
　自立支援型地域ケア会議については、オンラインによる
リモート会議により計画どおり実施し、ケアマネージャーの
ケアマネジメント力の向上に努めることができた。
　各事業ともテーマを限定せず男女双方に配慮して実施し
た。

　在宅医療・介護連携推進協議会は、オンラインによるリ
モート開催により予定通り実施し、男女ほぼ半数である出
席者それぞれの立場での意見を収集することができた。ま
た、多職種協働研修については、成年後見制度や医療介
護現場における暴力ハラスメントに関して事例検討など3年
ぶりに参集で開催し、医療と介護職の顔を合わせた情報
共有の場となった。
　市民向け講演会については、歯科のセルフケアや認知
症予防のためのウォーキング講座を開催し、多くの市民の
方が参加した。

100％ A

80％ B B 1在宅介護支援体制
の強化

在宅で介護する家族への身体
的・精神的負担を軽減するた
め、家族介護教室、認知症家
族のつどいの開催やケアマネ
ジャーに対するケアマネジメン
ト力の向上を図ります。

高齢者支援課

13
在宅医療と介護の
連携の推進

在宅における医療と介護の切
れ目のない支援を行うため、関
係者間の連携を進め、在宅支
援のための体制づくりを行いま
す。

高齢者支援課

施策の方向３　家庭や地域活動における男女共同参画の推進（重点的取組）

1

80％

100%

100%
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

①教室の申込率 55% 28.6％

②２日間の参加者数（実数） 200人 250人

21
すきすき絵本タイム
の開催

家庭における読書の定着と、
親子の絆を深めるため、図書
館ボランティアとの協働によ
り、「すきすき絵本タイム」を開
催します。

図書館

　4月27日（木）に平岡公民館図書室、7月19（水）に根形公
民館図書室にて予約制で実施し、11月4日（土）、5日（日）
の公民館まつり時に根形・平岡公民館図書室で予約不要
で実施し、全４回91人の参加があった。公民館まつり時に
開催した際は、母親だけでなく父親の参加も多数あった。

60％ ①すきすき絵本タイムの開催数 7回 4回 40％ C 　令和６年度以降は年間7回開
催する予定である。 C 2

（ウ）
　親子の絆を深めるため、開
催回数を増やし、引き続き事
業の実施に努められたい。

22
子どもの健全育成の
推進

子どもの社会性、協調性を養
い、健やかな成長を育むため、
青少年相談員等の活動を支援
することにより、多くの親子が
参加できるふれあいの場を提
供します。

生涯学習課

　青少年相談員連絡協議会と子ども会育成会連絡協議会
が共催する袖ケ浦市子どもスポーツ大会の活動を支援し
た。
　また、青少年相談員連絡協議会が主催するふれあいフェ
スティバルの活動を支援した。

　子どもスポーツ大会　７０名　参加
　地域のつどい君津地区大会　２３７名　参加

100% ①活動に対する後援回数 2回 2回 100% A A 1

①市民会館まつり・公民館まつり
　の開催数 5回 5回

②親子で参加できる講座・イベン
ト
　の開催数

5回 12回

A A 124
家庭教育学級の開
催

同年代の子どもを持つ保護者
の交流を支援するため、地域
の社会教育施設を中心に、年
齢別の家庭教育学級を開催し
ます。

公民館・
市民会館

　保護者の学びの場や保護者同士の交流の場を提供する
ため、子どもの年代に応じた家庭教育学級を開催するとと
もに、仕事と子育ての両立支援のための講座を開催した。

【開催実績】
　１　家庭教育学級　１５講座開催
　（講座の開催回数合計　７０回・参加者数　１,２１３人）

　（１）乳幼児家庭教育学級（開催回数・参加者数）
　・市民会館・平川公民館　※合同開催
　　（１０回・８４人：保護者４６人、乳幼児３８人）
　・長浦公民館（５回・６２人：保護者３１人、幼児３１人）
　・平岡公民館（５回・１２２人：保護者６０人、子ども６２人）

　（２）小学校家庭教育学級
　・市民会館（６回・１０５人：保護者１００人、幼児５人）
　・平川公民館（５回・３０５人：保護者３８人、子ども２６７
人）
　・長浦公民館（長浦小・蔵波小）（５回・４６人）
　・根形公民館（６回・７３人：保護者４３人、子ども３０人）
　・平岡公民館（５回・４６人）

　（３）中学校家庭教育学級
　・市民会館（５回・５５人）、
　・平川公民館（５回・２４９人：保護者３４人、子ども２１５
人）
　・長浦公民館（長浦中・蔵波中）（５回・３８人）
　・根形公民館（５回・７３人：保護者４３人、子ども３０人）
（再掲）※根形公民館は、小学校と合同開催

　２　ワーキングママ支援講座
　・ 根形公民館（４回・２３人）

100% ①家庭教育学級講座開設数 12回 15回

60％ B子育て支援課 60％

親子がふれあえる場を提供す
るため、親子で参加できる講座
やイベントを開催します。

公民館・
市民会館 100%

　市民会館・公民館まつりや各種講座等を開催し、親子で
楽しめるイベントやワークショップ等を実施した。

【開催実績】
　１　市民会館・公民館まつり
　　　（開催回数　５回・来館者数　１６，１４９人）
　・市民会館（１回・４,３４４人）
　 平川公民館（１回・２,５７４人）
　 長浦公民館（１回・５,３７９人）
　 根形公民館（１回・２,２２２人）
　 平岡公民館（１回・１,６３０人）

　２　ねがたファミリーコンサート
　・根形公民館（１回・７４人）

　３　世代間交流事業
　　（開催回数　２回・参加者数　１８２人）
　・市民会館（１回・１５９人）、平岡公民館（１回・２３人）

　４　その他講座等
　　　（開催回数　４回・参加者数　１０１人）
　・市民会館
　　　地域人材育成講座（親子ウォーキング）（１回・４１人）
　・平岡公民館
　　　ひらおか子ども教室（保護者参加教室）（３回・６０人）

100%

初めて出産を迎える夫婦を対
象に、出産や育児に関する理
解を深めてもらうため、講座等
を開催します。

　事業対象者を夫婦等とし、妊娠中の希望する方全員が参
加できるようにした。
　また、参加しやすいように１日間での開催とした。新しい
家族を迎えた産後のイメージがつきやすく、また安心して
出産や育児ができるような講座内容で実施した。

1

1

AA23
親子で参加できる講
座・イベントの開催

プレ・ママパパ教室
（両親学級）の開催

20 B

100%
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

25 高齢者の活動支援

高齢者の活動の場の充実を図
るため、シニアクラブやシル
バー人材センターへの支援を
行います。

高齢者支援課

　シニアクラブ（連合会・１７単位クラブ）や袖ケ浦市シル
バー人材センターに補助金を交付することにより、男女問
わず高齢者の社会参加活動、文化活動、体力・健康づくり
事業の支援、高齢者が就業できる場の提供を行う等、高齢
者の活動の充実を図ることができた。

80% ①事業の周知回数 3回 3回 100% A A 1

①自治会を対象とした、男女共同
　参画に関する研修会の開催
　［隔年実施］

1回 1回

②自治会を対象とした、男女共同
　参画に関する他自治体の事例
　紹介

1回 1回

27 協働事業の推進

市民の地域活動への参画を促
進するため、協働事業を推進
することにより、地域の担い手
である自治会や市民活動団体
等の活性化を図ります。

市民協働推進課

 広報紙やホームページにて、協働事業提案制度に係る取
組事例の紹介を行った。
　また、協働事業提案制度に基づき提案を募集し、3件の
協働事業を実施した。

80% ①協働事業提案制度の事業数 9事業 3事業 20% C

　今後は、制度の見直しを検討
し、事業数を増加させるととも
に、協働の相手方となる団体等
への積極的な周知に取り組
む。

C 2

（ウ）
　市民や市民活動団体の地
域活動への参画を促進する
ため、事業の見直しを図ると
ともに、積極的な周知に努め
られたい。

28 人材活用の促進

地域コミュニティの活動や市の
事業を実施するにあたり、専門
的な知識や先進的取組みの経
験などを有する人材を有効活
用できるようにするため、人材
登録制度を作ります。

市民協働推進課

　地域人材の活用を図るための仕組みづくりについて、人
材の育成や有効活用ができるまちづくり講座やまちづくり
交流会を開催するとともに、先進事例を参考に運用方法等
の検討を行ったが、人材登録制度の創設には至らなかっ
た。

20% ①人材活用制度の登録者数 34人 0人 0% C
　人材活用制度を運用している
自治体の事例を参考に、人材
の育成や活用を図る。

C 2

（ウ）
　制度の早期実現に向け、先
進事例の調査・研究に努めら
れたい。

①ボランティア登録数 1,400人 1,337人

②ボランティア参加延べ人数 3,160人 1,818人

30
生涯学習ボランティ
アの養成と活動の推
進

地域人材の活用を図り、市民
の主体的な学習活動を支援す
るため、生涯学習ボランティア
を養成します。

生涯学習課

　生涯学習ボランティアの養成として、社会教育推進員養
成講座、社会教育推進員全体研修会、保育ボランティア養
成講座、保育ボランティア視察研修、ユースボランティア全
体研修会をそれぞれ１回開催した。

100% ①養成講座実施回数 4回 2回 50％ B B 1

①地域人材育成講座開設数 5回 5回

②講座の検証会議（担当者ミー
　ティング）の実施回数 4回 4回

32 公共施設の活用

地域のコミュニケーションの場
として、誰もが気軽に利用しや
すい施設とするため、利用者
等から意見や要望を聴きなが
ら、施設の適切な運営を行い
ます。

公民館・
市民会館

　利用者懇談会を開催し、サークル団体等、施設利用者か
ら施設に関する意見や要望を聴きながら、円滑な公民館運
営について取り組んだ。

　＜利用者懇談会参加者数＞
　　　市民会館：３２人、平川公民館：１６人、
　　　長浦公民館：５３人、根形公民館：１６人、
　　　平岡公民館：１９人

　＜各館の利用者実績＞
　　　市民会館：７７，３５４人、平川公民館：３３，６３０人、
　　　富岡分館：９，２１７人、長浦公民館：６７，３０２人、
　　　根形公民館：３６，６２８人、平岡公民館：２３，８９６人

100% ①利用者懇談会の実施回数 5回 5回 100% A A 1

29

1

80％ 1ボランティアコーディ
ネートの実施

ボランティア活動の充実を図る
ため、社会福祉協議会の支援
を通して、ボランティアコーディ
ネートを充実させるとともに、ボ
ランティア登録者数を増やしま
す。

A

1100% A

B B

A26
地域コミュニティへの
女性の参画促進

区等自治会内における意思決
定過程への女性参画を促進す
るため、男女共同参画に関す
るセミナーの開催や他自治体
の事例の紹介を行うなどの啓
発活動を行います。

市民協働推進課

地域福祉課 60%

100%

　袖ケ浦市自治連絡協議会会員向けに行った会員研修会
（テーマ「災害時の自治会対応」）の中で、自治会活動や避
難所運営などにおける男女共同参画の視点を取り入れた
活動についての理解促進を図った。

　少しずつボランティア活動も再開してきているが、感染リ
スクの高い高齢者施設では、再開されていない施設も多々
ある。
　社会福祉センター内において、音訳ボランティア活動や
ペットボトルキャップ整理、切手整理ボランティアの活動の
際には、引続きアルコール消毒を行い、部屋の換気などの
感染対策を行いながら実施した。
  社協だより、HP、ツイッター等を活用し、ボランティア活動
の周知とともにボランティアの募集や人材の発掘に取り組
んだ。
　各種講座の案内を行い、ボランティア講座、移送サービ
ス事業交流会、災害ボランティア入門講座を開催したほ
か、地元の高校生と連携し、神社の参道などの清掃を行っ
た。

100%100% A31 人材の把握と活用

地域人材の活用を図るため、
公民館利用団体等との交流を
通して、地域づくりの担い手と
なる人材の把握に努めます。

公民館・
市民会館

　地域課題の解決に向けた活動の協力者や人材を育成す
るため、各館で講座を開催した。

【開催実績】
　講座数：５講座、開催数：１８回、参加者数：６９０人
＜内訳＞
　１　市民会館　　 ①テーマ：地域理解　②開催回数：１回
　　　　　　　　　　　 ③参加者数：４１人
　２　平川公民館　①テーマ：防災　　　　②開催回数：５回
　　　　　　　　　　　 ③参加者数：１１６人
　３　長浦公民館　①テーマ：地域活動　②開催回数：５回
　　　　　　　　　　　 ③参加者数：３５人
　４　根形公民館　①テーマ：防災　　　　②開催回数：４回
　　　　　　　　　　　 ③参加者数：４３１人
　５　平岡公民館　①テーマ：防災　　　　②開催回数：３回
　　　　　　　　　　　 ③参加者数：６７人
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

①啓発用リーフレットの配布 2回 2回

②広報紙情報掲載 1回 1回

①関係機関発行リーフレットの
　配布 10回 13回

②市ホームページへの情報掲載 4回 1回

①啓発用パンフレットの作成・配
布 1回 1回

②情報紙パートナーへの情報掲
載 1回 1回

①女性部会活動支援補助金交付 1回 1回

②女性部会研修回数 1回 2回

①広報紙への掲載 2回 2回

②制度周知のPR 4回 4回

①千葉県ジョブサポートセンター
　による本市再就職セミナーの
　開催

2回 2回

②市内企業就職説明会の開催 2回 3回

39
家族経営協定の締
結の推進

男女がともに意欲的に農業経
営に参画する環境を整備する
ため、家族経営協定締結を推
進します。

農林振興課

　家族一人ひとりが、お互いに個性と能力を認め合い、対
等な仲間として農業経営を行うため、県、農業関係団体等
と情報を共有し、掘り起こしを行い、協定の締結に結び付
けることができた。

100% ①家族経営協定の締結数 40件 39件 80% A A 1

①育成セミナー・農業大学校
　受講者数 17人 7人

②制度利用促進のための周知 1回 1回

41
審議会等への女性
の登用率の向上

審議会等における女性登用率
３５パーセントを実現するため、
女性の登用を推進します。

職員課
　審議会委員に関する庁内通知等により、女性登用率の
向上について取り組むよう周知した。 80%

①市の審議会等における
　女性委員の割合 35% 31.7% 80% A A 1

（ア）
　男女が対等な立場で、政
策・方針等の決定過程に参画
する機会を確保するため、審
議会等における女性登用率
の向上に努められたい。

42
女性のエンパワーメ
ントの推進

「特定事業主行動計画」に基づ
き、性別に関わりなく、個人の
能力と適性に応じた職域の拡
大を図るため、女性職員の適
正な管理職の登用を推進しま
す。

職員課

　女性職員の適正な管理職登用を推進するという観点を踏
まえ、個人の能力や適性に応じた職員配置を行った。

　令和6年3月31日現在
　　管理職94名のうち、女性11名（11.7％）

60% ①市女性職員の管理職への
　登用率 15% 11.7% 60% B B 1

（ア）
　個人の能力と適正に応じた
職域の拡大を図り、引き続き
女性職員の管理職への適正
な登用に努められたい。

①選挙出前講座（中学生） 2回 2回

②選挙出前講座（高校生）
　　［隔年開催］ 0回 0回

A 1

60%

1

60% B 1

80% B 1

就業に関する法令や制度改正
などの情報提供をするため、国
や県のパンフレット等を活用し
て周知していきます。

商工観光課

商工団体女性部活
動への支援

34
就業環境に関する
情報の提供

　働き方改革やハラスメント等の就業環境に関する法令や
制度改正について、ホームページの掲載やリーフレットの
配布を行い、周知を図った。

起業・創業支援制度
の周知

経営者（創業希望者）を育成す
るため、創業担当窓口を設置
し、各関係機関と連携・協力
し、相談者のニーズに対応する
ことで、多様な働き方ができる
ように支援します。（男性も対
象の制度）

1

施策の方向３　農業における男女共同参画の推進

1

A

B

B

A A

A

100%

雇用の分野での男女の均等な
機会及び待遇の確保促進のた
め、広報紙やホームページに
よる情報発信及びパンフレット
の配布などにより周知・啓発を
行います。

商工観光課

A

100%

40% 　令和6年度は情報紙へ情報
掲載をする予定である。

　「千葉県男女共同参画推進事業所表彰制度」にて表彰さ
れた事業所の取組についての冊子を作成し窓口等に設置
するとともに、ホームページで周知した。

　創業相談窓口を設置し、商工会をはじめとした各関係機
関と連携・協力し、創業者や創業希望者のニーズに対応す
る支援に取り組んだ。
　創業者や創業希望者に対し、事業を行う上で必要になる
様々な知識について講義する創業塾（商工会）や創業ス
クール（千葉県信用保証協会）について、市内広報等で積
極的な周知を行ったことで、多くの参加があった。

100%　女性向けの雇用に関するリーフレット等を配布し、男女の
均等な機会の及び確保について周知した。

推進項目２　働く場における男女共同参画の推進
施策の方向１　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

33
男女雇用機会均等
法の制度の周知

　男女がともに主体的に農業経営を行えるよう、新規就農
者に対し、専門技術と経営知識の習得を支援するため、県
経営体育成セミナーの受講補助等の支援を行った。

　令和5年度明るい選挙啓発ポスター・標語コンクールへの
応募を市内小中学校の児童生徒に呼びかけ、813点の応
募があり、応募者に対し、参加賞として選挙啓発物資を配
布した。
　令和5年11月の袖ケ浦市議会議員補欠選挙の際にも、市
内の保育所、幼稚園に通う子供約2,400人に対し、折り紙を
配布した。
　11月21日に平川中学校（生徒数：約215名）、11月22日に
蔵波中学校（生徒数：約507人）において、生徒会選挙実施
に合わせ、袖ケ浦市明るい選挙推進協議会会長による選
挙講話を行った。
　二十歳を祝う会の参加者に対し、選挙啓発物資（チラシ
及びフリクションマーカー）の配布を行った。

60% B農林振興課 60% B

推進項目３　政策・方針決定過程における男女共同参画の推進

43
政治への関心を高
めるための啓発活
動の実施

投票率向上に向けた啓発活動
の実施により、政治分野への
関心が高まるよう、啓発事業を
推進します。

選挙管理委員会 100% A100% A

35
表彰等を受けた優れ
た事業所の取組み
に対する情報提供

男女共同参画の推進に取り組
む事業所を増やしていくため、
男女共同参画等に関して優れ
た取組みを行っている事業所
に対し、県の事業所表彰などを
始めとした表彰への推薦を行う
とともに、その取組みについて
紹介します。

商工観光課

市民協働推進課

37

施策の方向２　女性の起業・就業等への支援

商工観光課

　女性の地位向上や社会での更なる活躍を推進するた
め、商工会女性部へ補助金を交付した。
　また、例年実施している研修会等については2回実施し
た。

100% 100%

商工観光課 100%

38 再就職の支援

あらゆる世代の能力と意欲を
活かすため、千葉県ジョブサ
ポートセンターなど各関係機関
と連携して、再就職支援セミ
ナー等を開催するなど、多様な
働き方ができるように支援しま
す。（男性も対象の制度）

1

100%

36

女性の活躍を推進するため、
商工団体女性部の活動や研修
等の実施に対し、補助金を交
付して支援します。

　千葉県ジョブサポートセンターと近隣４市の共催で開催す
る再就職セミナーを実施し、多様な働き方を支援した。
　市内企業就職説明会については、高校生・一般の方を対
象とした企業説明会を開催し、男女問わず多様な世代の
就職活動を支援した。

A

A

100%

1

施策の方向１　市の審議会等への女性参画の推進（重点的取組）

40 新規就農者への支援

男女がともに主体的に農業経
営を行えるよう、新規就農者に
対し、専門技術と経営知識の
習得を支援するため、県経営
体育成セミナーの受講補助等
の支援を行います。
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

44
市女性職員のキャリ
ア形成

市女性職員の管理職等への登
用を推進するため、女性職員
を指導者養成研修等に派遣す
るとともに、女性職員のキャリ
アアップを図ります。

職員課
　君津郡市広域市町村圏事務組合と自治大学校、自治研
修センターが主催する研修へ管理職を目指す女性職員を
派遣した。

60% ①研修参加者数 10人 7人 60% B B 1

45
人権擁護委員等に
よる相談所の開設

全ての人々の人権を守るた
め、人権相談や法律相談等を
行うとともに、人権侵害などが
あった場合は、関係機関と連
携して、被害者救済のための
適切な対応を行います。

市民協働推進課
　すべての人々の人権を守るため、人権擁護委員等による
相談所を開設し、人々の悩みに寄り添った相談を行った。 100% ①人権相談等相談回数 110回 88回 80% A A 1

46
女性の人権等相談
窓口の周知

女性が抱えている悩みを解決
するため、広報紙やホーム
ページ等で相談窓口を周知す
るとともに、女性サポートセン
ター等の周知カードなどを窓口
等に設置して周知を図ります。

市民協働推進課
　毎月の広報紙で各種相談所に関する案内を掲載するとと
もに、各種周知カード等を窓口等に設置し周知した。 100%

①広報紙等掲載
　（ＨＰは通年） 1回 1回 100% A A 1

47
ＤＶの防止のための
啓発活動の実施

ＤＶの根絶に向けて、男女間の
あらゆる暴力が犯罪であること
の認識と理解を深めるため、広
報・啓発活動を実施します。

子育て支援課

　令和５年11月12日～25日の「女性に対する暴力をなくす
運動」期間中に、広報誌への掲載、自治会へのDV防止運
動チラシの回覧、駅掲示板を使った広報・啓発活動を実施
した。

100% ①ＤＶや虐待などの暴力の予防と
　根絶に関する広報・啓発 1回 1回 100% A A 1

48
ＤＶ被害者に対する
相談支援体制の強
化

ＤＶ被害者に対し、相談窓口を
周知するとともに、専門職員に
よる相談を行うことにより、被
害者の自立支援等のために適
切な方策が講じられるよう、関
係機関と連携して、厳正かつ
適切な対処を実施します。

子育て支援課

　DV相談カードの窓口配布、DV防止月間に広報誌や駅掲
示板によりＤＶ防止啓発及び相談窓口の周知を実施した。
　DV被害者からの相談に対して、子育て世代総合サポート
センター職員が対応し、緊急度が高い場合には、警察への
通報や、シェルター等避難先について案内を行った。
　避難の意向や必要性がない場合には、生活に対する助
言、警察や配偶者暴力相談支援センター等の関係機関へ
の相談について案内を実施した。

100%
①相談窓口の広報紙等による
　周知 12回 12回 100% A A 1

①要保護児童対策地域協議会
　開催 14回 14回

②相談窓口の広報紙等による
　周知 12回 12回

50
高齢者虐待の防止
と迅速な対応

高齢者虐待の防止や通報義務
についての普及啓発を行うとと
もに、被虐待者の早期発見及
び被虐待者や養護者への支援
等、迅速な対応を行います。

高齢者支援課

　高齢者虐待の対応の窓口である地域包括支援セン
ター、ながうら・ひらかわサブセンター、ブランチおよび新た
に設置した委託包括での周知を広報、パンフレット等で行
うとともに、疑わしい案件を発見、見聞きした場合には地域
包括支援センターへ情報の提供をお願いし、情報があった
ときにはできる限り迅速に訪問を行うなど対象者へ接触を
図った。
　また、市民等より個別の相談があった際には、高齢者虐
待の引き金として、家族介護者の心身の負担や、性役割・
DVなどの家族歴が影響する可能性があることを示し、性役
割にとらわれず介護サービスや行政サービスを利用し介
護の負担を軽減するよう助言した。

100% ①啓発活動回数 48回 59回 100% A A 1

51
障がい者虐待の防
止と迅速な対応

障がい者虐待の防止や通報義
務についての普及啓発を行う
とともに、被虐待者の早期発見
及び被虐待者や養護者への支
援等、迅速な対応を行います。

障がい者支援課

　障がいのある人に対する虐待を早期に発見し適切に対
応すること及び地域全体で障がいのある人とその家族の
支援が大切であるという考えのもと、広報誌において障が
いに関し受け付けている相談業務の周知を行い、障がい
者虐待の防止や通報についての普及啓発を行うことがで
きた。

100% ①広報等による障がい者虐待
　防止に関する周知 1回 1回 100% A A 1

52
職場におけるハラス
メントの防止に向け
た啓発活動の実施

市職員のハラスメントの防止に
向けた理解と知識を深めるた
め、情報提供や研修を実施す
ると共に、相談しやすい環境の
整備に努めます。

職員課 　新規採用職員に対し集合研修を実施した。 100% ①研修参加者数 20人 18人 100% A A 1

①講座開催（隔年開催） 0回 1回

②広報紙等掲載 1回 1回

児童虐待の防止と
迅速な対応

児童虐待の防止や通報義務に
ついての普及啓発を行うととも
に、児童虐待の未然防止から
早期発見、早期対応・支援まで
切れ目ない取組みを行いま
す。

100%100% A 1

基本目標Ⅱ　健康で安全・安心に暮らせる社会づくり

推進項目４　あらゆる暴力の根絶

施策の方向１　ＤＶ等の防止と被害者への相談支援体制の強化（重点的取組）

49

ハラスメント防止に
向けた啓発活動の
実施

100%

ハラスメントを防止するため、
人権擁護委員等と協力しなが
ら、講座の開催や情報紙など
による啓発活動を実施します。

市民協働推進課

施策の方向２　女性の能力発揮への支援

A

　　人権擁護委員とともに市内小学校にて人権教室等を通
じ、いじめをはじめとしたハラスメントの防止に関する講話
を実施した。また、「女性の人権ホットライン強化週間」の期
間中、電話相談の案内を市広報紙へ掲載し、周知を図っ
た。

100% A 1

A

施策の方向２　人権侵害を許さない社会環境づくり

53

　児童虐待防止月間における、児童虐待防止のリーフレッ
トの配布、広報誌、駅掲示板による広報啓発活動を実施。
　要対協実務者会議を毎月開催し、要保護児童に関する
支援の進行管理を実施。
　代表者会議を２回開催し、関係機関による情報共有を
図った。

子育て支援課
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

①地区社会福祉協議会による
　サロン設置数 28箇所 22箇所

②健康福祉支援室及び地域
　包括支援センター（ながうら、
　ひらかわ）の周知回数

- -

55
高齢者の相談窓口
の開設と適切な対
応、支援の強化

高齢者を支援するため、相談
窓口となるサブセンターを含め
た地域包括支援センターにつ
いて、周知を図るとともに、相
談内容に応じた適切な対応を
行います。

高齢者支援課

　住民や民生委員・医療介護の専門職に対し、会議等にお
ける講義や資料配布により、介護予防・介護・権利擁護の
相談窓口である地域包括支援センター、ながうら・ひらか
わ両サブセンター及び市内３か所のブランチについて周知
を実施した。
　さらに、７月に長浦地区、１０月に平川地区に新たに地域
包括支援センターを開設したことから、開設に伴う相談窓
口の変更と、両センターの活用等について周知を実施し
た。
　市民等からの相談対応時には、男女にとらわれず介護
予防に取り組むこと、介護にあたっては性役割にとらわれ
ず制度やサービスを活用して介護の負担を軽減すること等
について助言を行った。

100%
①地域包括支援センター
　（サブセンター含める）に
　ついての周知実施回数

48回 59回 100% A A 1

56
高齢者見守りネット
ワーク事業の推進

高齢者が住み慣れた地域で安
心して暮らせるよう、協定を締
結した協力事業者・関係団体
等によるネットワークにより、さ
りげない見守り活動を行いま
す。

高齢者支援課

　市及び見守り協力者が相互に連携し、７件の異変のある
高齢者を早期に発見し、必要な支援を行った。
　また、事業周知を年３回したほか、協力事業者・関係団体
の登録数は７０団体となり、地域社会全体で高齢者を見守
る体制を確保できた。

80% ①事業の周知回数 3回 3回 100% A A 1

57
高齢者と子や孫の
同居支援

高齢者の孤立を防ぐため、離
れて暮らしていた高齢者とその
子等が、同居あるいは近隣へ
転居することを支援します。

高齢者支援課

　窓口やホームページや広報により事業の周知を行い、新
築等１０件、転居２件の合計１２件の利用があり補助金を
交付した。新築で補助金の助成を受けた世帯には子育て
世帯も含まれており、離れて暮らしていた高齢者とその
子、孫が世代間でお互いに支え合いながら生活する一助と
なった。

80％ ①制度の周知回数 15回 9回 60％ B B 1

58
障がい者支援制度
等の周知

障がい者支援制度の理解促進
を図るため、広報紙やホーム
ページ等を活用して制度の周
知をするとともに、「障がい福
祉のしおり」や相談支援事業所
の一覧を作成し、配布します。

障がい者支援課

　共に支え合って暮らす共生社会の実現を目指して、「福
祉のしおり」を希望者や新規の障害手帳取得者に配布した
り、ホームページや広報紙を活用し、障害福祉サービス等
の周知活動を行い、障がい者支援制度の理解促進を図っ
た。

100% ①広報等による障がい者支援
　制度に関する周知 1回 1回 100% A A 1

59
ひとり親家庭等への
支援

ひとり親家庭等に対する自立
を支援するため、児童扶養手
当の支給や医療費助成を行い
ます。また、母子・父子自立支
援員によるひとり親家庭の自
立支援に関する相談を、窓口
等で実施します。

子育て支援課

　ひとり親家庭等の保護者に児童扶養手当の支給やひと
り親医療費の助成を行うことで経済的な支援を行った。
　母子・父子自立支援員による相談・助言及び指導を実施
した。

100%
①ひとり親家庭等医療費助成件
数 3,400件 7,185件 100% A A 1

①国際交流協会による
　交流イベントの開催回数 4回 2回

②交流イベントの周知回数 6回 6回

①すこやか健康相談件数 70件 62件

②生活習慣病予防講演会の開催 1回 1回

③特定保健指導実施率 60% 60%

A

1

国際交流事業の促進

市民レベルでの異文化交流を
積極的に推進するため、袖ケ
浦市国際交流協会等の活動を
支援し、姉妹都市の人々や在
住外国人との交流及び活動を
行います。

市民協働推進課
　袖ケ浦市国際交流協会に対し補助金を交付したほか、事
務局として運営を行い、活動を支援した。

80％

A

A 1

外国人への日本語
教室の開催及び相
談対応

在住外国人が誤解をされたり
不安を抱くことなく、安心して暮
らしていけるよう、日本語教室
を開催するとともに、関係機関
と連携し、情報の提供や相談
に対応します。

市民協働推進課 80%

施策の方向１　高齢者や障がい者への生活支援

80％

健康支援の充実

生涯を通じた健康づくりを支援
するため、健康教室・講座等を
開催するとともに、特定健診事
業の重症化予防として保健師・
栄養士による健康指導を実施
し、発症予防・重症化予防に取
り組みます。

B

62 健康推進課

B

A

　日本語教室の場としての役割
に加え、生活の困りごと相談窓
口としての役割を持つことか
ら、在住外国人向けに積極的
な周知を行い、活用を促す。

B

　週に１回日本語教室を開催し在住外国人の支援を行うと
ともに、関係機関からの情報を市ホームページに掲載、窓
口にチラシを設置、市国際交流協会へ情報提供するなど、
在住外国人への周知に努めた。
　また、市内小中学校に在籍する外国人児童生徒に対し、
夏季休暇及び冬季休暇にボランティアによる日本語教室を
実施した。

80% ①日本語教室の開催支援回数 44回 41回

相談事業の充実

各種相談や援護活動などの地
域における福祉サービスの充
実を図るため、社会福祉協議
会に対する支援を行います。
また、保健福祉全般に対する
相談窓口である健康福祉支援
室の周知を図るとともに、相談
内容に応じた適切な対応を行
います。

施策の方向２　ひとり親家庭への生活支援

施策の方向３　外国人が安心して暮らせる環境づくり

60

1

80%80% B61

施策の方向１　生涯を通じた健康づくりの推進

地域福祉課

　引き続き袖ケ浦市国際交流
協会の活動を支援し、新規事
業の検討も含め積極的な活動
を促す。

80％

推進項目6　生涯を通じた男女の健康支援と性への理解の推進

54

　健康診査受診者の健診事後相談に応じた。
　特定健康診査受診者の内、特定保健指導該当者に対し
保健師・管理栄養士による特定保健指導を実施した。
　母子保健・食生活改善推進員による高齢者、高校生を対
象とした調理実習を伴う健康講座を開催した。
　地域の医師による生活習慣病予防講演会を開催した。

1

　サロンも各地区で徐々に再開されるようになり、一部の未
開設地域についても、各地区事業推進委員等と取り組み、
新規サロンを立ち上げる箇所も見受けられた。
　敬老会やふれあいバスハイク事業などにおいて、参加者
にサロンへの周知活動を実施した結果、参加者数の増加
に繋がった。
　健康福祉支援室は、長浦地区、平川地区の地域包括支
援センター開設に伴い閉室したが、閉室にあたっては説明
会を行うなど周知に努めたほか、閉室後の相談対応には
本庁・行政センターの地域包括支援センターに業務移管
し、適切な対応を行った。

80％

推進項目５　誰もが安心して暮らせる環境づくり
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

①運動教室の年間開催数 3,600回 3077回

②施設利用人数
188,500

人
144,750

人

①するスポーツ（スポーツ教室、
　体力測定会等）の開催 3回 2回

②観るスポーツ（プロスポーツ・
　全国大会等）の場の提供 5回 4回

65
スポーツ・レクリエー
ション行事等の充実

地域スポーツの振興を図るた
め、総合運動場や臨海スポー
ツセンター等を活用しながら、
総合型地域スポーツクラブを中
心としたスポーツ活動を支援し
ます。

スポーツ振興課

　総合型地域スポーツクラブ主催の、交流大会（12/3）は
112名、ボッチャ大会（2/17）は２４チーム９８名、ウォーキン
グフェスタ（3/10）は975名の参加者を集め、盛況であった。
　老若男女、障がいの有無に関わらず、多くの方にスポー
ツ交流の場を提供することができた。

100% ①ウォーキングフェスタの参加者
数 500人 975人 100% A A 1

①１歳６か月児健康診査の実施
　回数 12回 12回

②３歳児健康診査の実施回数 12回 12回

③すこやか相談の実施回数 24回 12回

67
不妊に関する相談・
支援

出産を望む夫婦に対し、経済
的な負担の軽減を図るため、
不妊治療費の一部を助成しま
す。

健康推進課
　従来の千葉県助成に上乗せで行う特定不妊治療費等助
成事業に加え、令和５年４月１日以降に保険診療にて治療
を開始した方への助成事業を開始した。

100% ①ホームページや広報での周知 2回 3回 100% A A 1

68
性感染症に関する
予防啓発

エイズや性感染症に対する知
識普及や予防のため、関係機
関と連携して、普及・啓発活動
を行います。

健康推進課 　ポスターの掲示等による周知を行った。 100% ①知識普及・予防啓発 1回 1回 100% A A 1

①平日夜間、土、日曜日等の検
診
　実施回数

33回 34回

②がん検診受診者数
36,550

人
17,433

人

70 介護予防教室の開催

高齢者が地域で自立した生活
を送ることができるよう、介護
予防に関する普及啓発や活動
の支援を行います。

高齢者支援課

　袖ケ浦いきいき百歳体操＜弐＞のレクチャーをはじめ、
季節ごとの健康管理や介護予防につながる運動など、多
岐にわたる出張講座を実施した。介護予防教室で実施して
いる「頭の元気トレーニング」を、出張講座で実施してほし
いといった声が多く聞かれたため、おらが出張講座独自の
テキストを作成し実施した。

100%
①おらが出張講座等による介護
　予防の普及啓発の実施回数 60回 72回 100% A A 1

71
ＬＧＢＴ（性的少数
者）への理解促進と
支援

市民がLGBT（性的少数者）に
関する理解を深めていくこと
で、当事者が偏見や差別を受
けることなく、自分らしく生活で
きるよう、啓発活動等に取り組
んでいきます。

市民協働推進課
　「袖ケ浦市パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度」を
創設し、男女共同参画情報誌にて周知した。 100% ①啓発用パンフレットの

　作成・配布等 1回 1回 100% A A 1

72 人権尊重の意識づくり

市民の人権に対する意識を醸
成するため、人権擁護委員と
連携を図りながら、人権教室や
講話などの啓発活動を実施し
ます。

市民協働推進課
　児童の人権に対する意識の醸成を図るため、人権擁護
委員と連携し、市内小学校で人権教室等を実施した。 100%

①人権教室の開催、人権集会へ
の参加及び成人向け講話の実施 18回 21回 100 A A 1

①出前講座の開催 1回 1回

②広報紙及び情報紙への掲載 1回 1回

①広報紙への掲載 1回 1回

②情報紙の発行 1回 1回

施策の方向２　全てのライフステージに応じた健康支援

A

64
運動教室及びス
ポーツイベントの開
催

市民にスポーツに親しむ場を
提供するため、指定管理者と
連携し、臨海スポーツセンター
等における各種運動教室やス
ポーツイベントを開催します。

スポーツ振興課 60％ B

63
袖ケ浦健康づくり支
援センターの活用

市民の健康維持・増進を図る
ため、袖ケ浦健康づくり支援セ
ンターにおいて、各種運動教室
や運動支援・健康相談など、効
率的な保健事業を実施します。

　これまでコロナによる利用制限があったものの、５月以降
は通常営業となり、施設の利用制限がなく実施することが
でき、教室の開催数や受講者数が増加した。
　子どもを持つ保護者が運動できるよう保育システムの再
開や、産後ママの身体の特徴に合わせて、ベビーと一緒に
運動ができるママトレ教室などを開催した。

市民協働推進課
固定的性別役割分
担意識の払しょくに
向けた取組み

家事や育児の役割分担を見直
すなど、男女の固定的な役割
分担意識の払しょくを進めるた
め、男女共同参画推進員によ
る広報・啓発活動を行います。

推進項目７　人権の尊重と男女共同参画への意識づくり

施策の方向１　男女の人権尊重意識の醸成と慣行の是正（重点的取組）

60%

B

1

男女共同参画意識の醸成のた
め、広報紙、ホームページ及び
情報紙などを活用し、男女共
同参画の推進に関する情報を
発信します。

市民協働推進課 100%74
広報紙等を活用した
情報の発信

　若い世代における男女共同参画意識の醸成を図るた
め、市内中学校において、男女の固定的な役割分担意識
の払しょくをテーマとした出前講座を実施した。

　「男女共同参画週間」に合わせて「第１回男女共同参画
セミナー」の動画を市公式YouTubeへ掲載するとともに、情
報誌を発行し、市政協力員宛て回覧文書として男女共同
参画の推進に関する情報を発信した。

施策の方向２　男女共同参画社会の実現に向けた啓発活動の推進

100%73

基本目標Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり

妊婦・乳幼児健康診
査等の充実

安心して妊娠期から子育て期
までを過ごせるよう、妊娠・出
産・子育てに関する様々な相
談に応じ、支援します。

健康推進課 80％80％

　妊婦・乳幼児について、個別来所相談にて保健・助産・栄
養・歯科を含めた育児支援を行った。
　また、乳幼児の発達の節目に健康診査を実施し、保健・
栄養・歯科相談を含めた育児支援を行った。

69
　大腸がん検診を除くすべての集団検診を予約制としてい
ることから、市公式LINEやLoGoフォームの積極的な活用に
より市民への周知と利便性の向上を図った。

B

各種健康診査及び
各種がん検診の受
診促進

66

各種の健康診査及び各種がん
検診事業の受診率を高めるた
め、各検診事業の周知を行い
ます。

健康推進課

　従来実施していたスポーツ教室を拡充し、キッズスポーツ
フェスタとして開催し、１７２人の参加があった。体力測定会
も盛会であった。
　プロスポーツとしては、女子サッカー、女子野球、アメフト
（2回）を開催した。（プロ野球は雨で中止。）

80％

1

80% B

健康推進課 80％

1

B

100％ B

A 1

A 1

100% A 1A

A100%
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

75
男女共同参画推進
のための情報収集
及び活用

本市の男女共同参画の施策に
反映させるため、千葉県及び
他市町の会議や活動への参加
並びに男女共同参画推進員の
視察研修等を実施することによ
り、先進事例等の情報を収集し
ます。

市民協働推進課
　男女共同参画推進員とともに先進事例の視察を行い、得
た知見を「袖ケ浦市パートナーシップ・ファミリーシップ届出
制度」の内容に取り入れた。

100% ①男女共同参画推進員の
　視察研修実施 1回 1回 100% A A 1

①研修参加者数 30人 18人

②自治大学校への職員派遣 3人 2人

①男女共同参画推進員の人数 11人 6人

②男女共同参画セミナーの
 参加者数 150人 281人

①男女共同参画社会関連図書
　コーナーの設置 1回 1回

②「おすすめ図書リスト」の作成 1回 1回

79
人権の尊重と男女
共同参画に関する
教育の充実

児童や生徒に対し、男女が互
いの性を尊重し、自分や相手
の存在を大切に思えるよう、発
達段階に応じて人権や男女共
同参画に関する教育を実施し
ます。

学校教育課

　小中学校にアンケートを実施し、学校の取組状況を確認
した。
　発達段階に応じて人権尊重の理念に対する理解を深め
ることができるよう人権に関する年間指導計画を作成し
た。
　年度末に目標に対する点検、評価、見直しを行い、次年
度の人権教育に繋がるよう取り組んだ。

100%

①学校人権教育の全体計画及び
　年間指導計画の点検・評価・
　見直し（改善）　を行った学校の
　割合

100% 100% 100% A A 1

80
「生きる力」を育てる
進路指導の実施

様々な体験学習を通して、児
童・生徒一人ひとりが将来に希
望や目標を持ち、自分の意志
と個性を尊重して主体的に進
路選択ができるよう、男女共同
参画の視点に立った適切な進
路指導を行います。

学校教育課

　発達段階に即したキャリア教育を年２時間以上実施し
た。
　児童・生徒一人ひとりが将来に希望を持ち、自分の意思
と個性を尊重して主体的に進路選択ができるよう、中学校
では様々な職業の方をゲストティーチャーとしてお招きする
等、発達段階に応じて、男女共同参画の視点に立った指
導ができた。

100%
①発達段階に即したキャリア教育
　を年２時間以上実施した学級の
　割合

100% 100% 100% A A 1

81 教職員研修の充実

男女共同参画や人権（LGBTな
どを含む）に関する理解を深め
るため、各学校における校内
研修を計画的に実施します。

学校教育課

　児童虐待や体罰、ヤングケアラー、LGBTQに関する人権
について、国や県からの通知をもとに研修を実施した。
　小中学校にアンケートを実施し、学校の取組状況を確認
した。

100%
①人権教育に関する教職員研修
　を実施した学校の割合 100% 100% 100% A A 1

82
家庭・地域と連携し
た男女共同参画意
識の啓発

より良い子育てについて考えを
深める機会とするため、学級学
年懇談会、学校・PTA主催での
講演会等を実施するとともに、
パンフレット等を配布して一層
の意識啓発を図ります。

学校教育課

　「子育ての提言」を小中学校の入学式（１２１０部）で配布
した。また、青少年健全育成推進大会（３９０部）で配布し
た。
　授業参観や学校行事、ホームページ、学校配信メール、
便り等を通じて、各学校から学校の様子や保護者の意識
啓発に繋がる情報を発信した。

100% ①「子育ての提言」の配布数 1,650枚 1,600枚 80% A A 1

83
メディア・リテラシー
を高める教育の推進

情報社会の中で適切な考え方
や行動ができるようにするた
め、小・中学校において、携帯
電話やコンピュータを利用した
情報の扱い方など、発達段階
に応じた学習の機会を設けま
す。

学校教育課

　メディア・リテラシーについて、各小中学校において１学級
１回以上の授業実施や長期休業前等で適時指導を行うこ
とにより、心身共に成長過程にあり感受性に富む児童生徒
のメディア・リテラシーの向上を図り、メディア社会に積極的
に参画する能力を養うことができた。

100%
①情報モラルの指導を実施した
　学級の割合 100% 100% 100% A A 1

84
生涯学習講座等の
開催

市民ニーズを把握し、生涯に
わたる学びの場を提供するた
め、生涯学習講座を開催しま
す。

生涯学習課

　市民三学大学講座を全２回実施した。なお、実施内容と
しては、会場受講及びオンライン配信を行った。
・第１回　当日参加者数３９０人
　オンライン視聴申込者数９４人　合計４８４人
・第２回　当日参加者数５５８人
　オンライン視聴申込者数１９６人　合計７５４人

80% ①参加者数 1,350人 1,238人 80% A A 1

85
男女共同参画への
理解を深める講座等
の開催

男女共同参画への理解を深め
るために、社会教育の場にお
いても、男女共同参画をテーマ
とした講座を、各種学級やセミ
ナー等の中で検討・開催しま
す。

公民館・
市民会館

　長浦公民館の幼児家庭教育学級において、父親を対象
（男性の家庭生活への参画）として講座を開催した。
　また、市民協働推進課の男女共同参画セミナーとの合同
開催により、子育てパパ応援講座を開催した。
　根形公民館のワーキングママ支援講座において、働く（こ
れから働く）母親を対象に、子育てをしながらの働き方や家
庭でのあり方を学ぶ講座を開催した。

100%
①男女共同参画に関する講座等
　の開催 1回 2回 100% A A 1

施策の方向２　社会教育・家庭教育における男女共同参画の理解促進

推進項目８　学校・社会教育等における人権教育や男女共同参画の推進

施策の方向１　学校における人権教育や男女共同参画の啓発・推進

78
男女共同参画に関
する図書の充実

男女共同参画に対する理解を
深めるため、関連図書を整備
するとともに、「おすすめ図書リ
スト」を作成し、リストの配布や
ホームページでの公開を通じ
て市民に周知します。

図書館 100%

77
男女共同参画への
理解を深めるセミ
ナー等の開催

男女共同参画への理解と意識
醸成のため、セミナー等を開催
し、意識の向上を図ります。

市民協働推進課 60％ B

A

1

B

A

　女性の就業、ワークライフバランスやLGBTQなど男女共
同参画関連の図書を幅広く収集し、６月の男女共同参画
週間に合わせて図書リストを作成し館内で配布するととも
に、関連図書を展示・貸出して周知した。
　また、図書リストは、市民協働推進課にも設置し市民に
配布した。WebOPACの「図書館おすすめ」に同内容のリス
トを掲載し、Web予約ができるようにした。ホームページやX
（旧ツイッター）でもリストの配布とともに広く周知を図った。

100%

　新規採用職員に対して集合研修を実施した。

　第１回目のセミナーにおいて、「女性の社会活躍」をテー
マとして実施し、市民の男女共同参画意識の向上を図り、
第２回目のセミナーは、「男性の家庭参画」をテーマに、長
浦公民館で行われた「子育てパパ応援講座」と合同で実施
した。

60%

1

A

職員課76
市職員に対する研
修の実施

男女共同参画の理解と認識を
高めるため、市職員に対する
研修を実施し、意識の向上を
図ります。

100

60% B 1
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第４次男女共同参画計画令和５年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

 ①事業実施結果に対する評価
・完全に実施できた
　　　（100%）→100%
・十分実施できた
　　　（80～99%）→80%
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→60%
・あまり実施できなかった
　　　（40～59%）→40%
・ほとんど実施できなかった
　　　（39%以下）→20%
・未実施→0%

名称 目標値 実績値

　②達成状況
・100%以上→100%
・80～99%→80%
・60～79%→60%
・40～59%→40%
・39%以下→20%
・未実施→0%
・翌年度実施事業→－

２次評価

 ③総合評価 (①+②)/2
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

改善点等
（課題・懸念事項・改善案・

今後の方向性等）

　　　 　 付帯意見
（ア）重点的取組のうち積極
　　的な取組を求める事業
（イ）男女共同参画の視点を
　　さらに取り入れることが良
　　いと考えられる事業
（ウ）総合評価がＣ又はＤに
　　該当した事業

　 今後の方向性
・現状どおり事業を
　進めることが妥当
 →1
・事業内容や手法の
　一部見直しが必要
 →2
・事業の廃止や休止
　を含む検討が必
 →3
・事業の終了
 →4

事業内容 担当課

事
業
番
号

事業実施結果 活動指標

　　　　 総合評価
・完全又は十分実施できた
　　　（80%以上）→A
・概ね実施できた
　　　（60～79%）→B
・取組半ばであり改善を
　要する点がある
　　　（59%以下）→C
・未実施→D

施策名

１次評価（担当課評価）令和５年度の取組実績

86
女性等の視点に
立った防災対策の取
組み

男女共同参画の視点に立った
防災対策に取り組むため、防
災会議への女性参画の推進や
女性災害対策コーディネーター
の育成促進等を行います。

防災安全課

　防災会議への女性参画の推進については、現在、31人
中2人が女性委員となっているが、ほとんどの委員が宛職
であるため、女性の比率を高めるのが難しい状況である。
　災害対策コーディネーター養成講座を開催することで育
成促進を行った結果、女性災害対策コーディネーターの人
数は56人となった。

80% ①災害対策コーディネーター
　養成講座開催 1回 1回 100% A A 1

87
男女共同参画の視
点に立った避難所の
運営

女性の視点に立った避難所の
運営を行うため、市避難所運
営マニュアルに基づき、「避難
所に関する防災ブックレット」等
を活用した周知・訓練を行うと
ともに、備蓄品等の整備を行い
ます。

防災安全課

　女性の視点に立った避難所の運営を行うため、各避難所
の開設担当職員の配置の際、なるべく1名は女性職員を配
置できるよう配慮している。
　また、総合防災訓練や市庁舎避難訓練時に併せて行っ
た避難所開設担当者訓練において、感染症対策及びプラ
イバシーの配慮のため、テントやパーテーション等の間仕
切り等の設置方法についての講習を実施した。

100% ①防災訓練の実施 1回 1回 100% A A 1

88
地域消防活動への
女性活躍の推進

女性の視点を生かした防火・防
災活動を推進するため、女性
消防団員の入団を促進し、女
性消防団員による防災、防火、
救急等に関する広報及び指導
を行います。

消防本部総務課

　年間を通して、訓練関係や親子体験学習などの活動に、
女性消防団員が計画的に参加し、防火・防災に関する啓
発稼働を実施した。

・実績内訳
　規律訓練7人、操法大会8人、全体訓練5人、幼年消防ク
ラブ大会3人、親子体験学習2人、一人暮らし高齢者宅防
火診断1人×2回、歳末特別警戒出動延べ10人、消防出初
式6人、女性消防団活性化シンポジウム1人

100% ①女性消防団員による防災、
　防火、救急等普及啓発活動 8回 10回 100% A A 1

施策の方向１　男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の推進（重点的取組）

施策の方向２　防災・消防活動における女性の活躍推進

推進項目９　防災分野における男女共同参画の推進

10 / 10 ページ


